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平成 29年度事業報告 
 

 

○ まえがき 

 公益財団法人日本武道館が平成 29年度に実施した事業概要を報告いたします。 

 財団は、武道による青少年の健全育成を主な目的とする創建の精神に立ち、平成 29

年度当初に策定した事業計画に基づき、国庫補助金及び施設運営収入を主たる財源と

して、関係諸団体と協力しつつ、次の 3事業を重点に各事業を実施しました。 

１ 中学校武道必修化充実のため、日本武道協議会設立 40 周年記念『中学校武道必

修化指導書（DVD 付）』の刊行及び普及に必要な事業の実施 

２ 2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会開催の準備・協力 

３ 日本・マレーシア外交関係樹立 60 周年記念「日本武道代表団マレーシア派遣」

事業の実施 

 

 

Ⅰ 日本武道館施設維持運営事業 

１ 日本武道館は、武道の総合大道場として、財団主催の全日本少年少女武道錬成大

会等の武道振興普及事業を行うとともに、各武道団体の国際的・全国的な武道大

会・行事等の利用に供しました。 

２ 日本武道館研修センターは、武道の総合宿泊研修施設として、春・夏・冬の休暇

期間を中心に小・中・高校生の武道宿泊錬成大会を主催するとともに、多くの大

学・社会人の武道合宿等の利用に供しました。年間宿泊利用者数は当初目標を上回

る合計 20,905 人でした。なお、平成 30年 3月 28 日、宿泊利用者数が昭和 46年の開

設以来累計 100 万人を達成しました。 

 

Ⅱ 武道振興普及事業 

１ 武道による青少年の健全育成を目的とする青少年武道錬成大会（国庫補助対象事

業）を、各道連盟、全国都道府県立武道館協議会等の協力の下実施し、中央錬成大

会（8 種目）は日本武道館で 9 日間、小･中学生延べ 17,044 名の参加者を得て、また、

地方錬成大会（9種目）は全国56カ所で小・中・高校生延べ4,723名の参加を得て実

施され、着実に成果を収めました。 

２ 武道指導者の資質と指導力向上を目的とする武道指導者講習会（国庫補助対象事

業）は、各全日本武道連盟、全国都道府県立武道館協議会等の協力の下、中学校武

道必修化に対応した取り組みを中心に、全国規模の講習会（9 種目 9 回）と地方ブロ

ック規模の講習会（1 種目 5 回）を中学・高校の保健体育科教員並びに部活動指導者

等 1,127 名の参加者を得て実施し、また、地域社会武道指導者研修会（9 種目）を全

国 81カ所で延べ 5,455 名の参加者を得て実施（うち中学校武道必修化特化 4種目・6

カ所、144 名参加）し、着実に成果を収めました。 
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３ 財団が推進母体となって設立された日本武道協議会、全国都道府県立武道館協議

会、日本古武道協会、学生武道クラブ等の各団体については、設立趣旨を生かし、

事業目的が達成できるよう、関係団体と協力して事業を支援、実施しました。 

 

（１）日本武道協議会は設立 40 周年を迎え、記念事業として、足かけ 3 年を要して

『中学校武道必修化指導書』（10 分冊・57,000 部）とＤＶＤ（全 3 巻・37,000 セ

ット）を作成・刊行し、全国 1万余校の中学校や全国各都道府県市区町村教育委員

会、全国主要公立図書館、武道関係者・団体、各種指導者研修会参加者及び海外日

本人学校等に総計約 4万部を無償配布しました。 

（２）古武道保存事業では、日本古武道協会と共催し、長い歴史と伝統を持つ古武道

の「技と心」を広く国民に紹介し、理解を得るため明治 150 年記念第 41 回日本古

武道演武大会（国庫補助対象事業）を日本武道館において開催しました。全国各地

に伝わる古武道の中から 35 流派が伝統の技を披露、約 3,000 名の入場者が熱心に

観覧する中、盛会裡に終了しました。 

（３）平成 30 年武道振興大会を 3 月 7 日、関係者 238 名が出席して憲政記念館で盛大

に開催し、武道授業内容を充実させるため、実施時間の拡大を図るとともに、外部

指導者の導入を積極的に進めることや、2020 年オリンピック・パラリンピック東

京大会の成功に向け、実施種目となった柔道・空手道への支援を強力に推進すると

ともに、会場となる日本武道館建物・設備の増改修工事に最大限の支援・助成をす

ること、海外日本人学校における武道必修化の内容充実に向けた必要な支援・助成

を行うこと、さらに全国の町道場を維持存続させるための相続税や固定資産税減免

措置を講ずること、などの要望を盛り込んだ決議を全会一致で採択、林芳正文部科

学大臣に手渡し、実現を強く求めました。 

（４）全国 47 都道府県に武道協議会を設置して地方における武道振興をより一層推進

するため、日本武道協議会を通じ、同協議会が定めた「都道府県武道協議会運営助

成金支出規程」の要件を満たした 1都 10 県の計 11武道協議会に対し、運営助成金

を交付しました。 

４ 中学校武道必修化に対応した、教育効果の上がる武道授業指導法の研究を目的と

する中学校武道授業指導法研究事業は、関係諸団体と協力の上、柔道、剣道、弓道、

相撲、空手道、合気道、少林寺拳法、なぎなた、銃剣道の 9 種目で計 11 回（相撲・

なぎなたは各 2回）を実施しました。 

５ 武道学園は、「武道を通じての人間形成」という設立目的を達成するため、年間

授業のほかに、学園祭、校外授業、寒稽古、体験授業等の事業を実施しました。武

道学園（本館）には柔道、剣道、空手道、合気道、少林寺拳法、なぎなた、杖道の 7

種目に計 320 名、同勝浦分園には柔道、剣道、空手道、合気道、書道の 5 種目に計

117 名、合計 437 名の生徒が優れた講師の指導の下で稽古に励みました。 

武道学園（本館）は前年度からの継続事業として、『創立50周年記念誌（DVD付）』

を刊行しました。 
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６ 国際的振興普及事業として、主に次の事業を実施しました。 

（１）日本・マレーシア外交関係樹立 60 周年記念事業の一環として、日本武道代表団

（国庫補助対象事業・団長高村正彦日本武道館会長、外務省、武道 9 道、古武道 3

流派、総勢 75 名）を、マレーシア・クアラルンプールへ派遣し、約 2,500 名の観

客を得て武道演武会を開催するなど武道の真髄を披露するとともに、現地日本人学

校での中学校武道必修化の実施に向けて柔道畳と柔道衣を寄贈するなど、日本とマ

レーシアの国際友好親善に寄与しました。 

（２）明治150年記念第30回国際武道文化セミナー（国庫補助対象事業）を112名（35

カ国）の参加者を得て実施し、実技とともに武道の学問的な研修を通して、在日外

国人武道修業者及び日本人武道修業者の武道に対する正しい理解と普及・発展に努

めました。 

 

Ⅲ 武道学術研究・出版物等刊行事業 

１ 出版物等刊行事業では、武道指導者を対象とした月刊『武道』（B5判、200 頁、定

価 545 円、9,000 部）を発行し、全国書店で販売するとともに、日本宝くじ協会の助

成金を得て全国の都道府県市区町村教育委員会、全国主要公立図書館等、約 4,000 団

体へ無償配布し、広く武道の技と心を紹介しました。また、資料的価値の高い連

載・企画の中から、『写真と記事でたどる武道の近代史』『大東流合気柔術 琢磨会 

その技法と合気之術』の 2冊を単行本として刊行しました。 

２ 武道の学術調査研究として、国際武道大学附属武道・スポーツ科学研究所の『武

道・スポーツ科学研究所年報第 22 号』発刊費用を助成し、武道の学術調査研究の発

展に寄与しました。 

３ 財団のホームページにおいては、財団及び武道界の諸活動とともに、中学校武道

必修化関連の事業や取り組み等の最新情報を提供し、中学校武道必修化推進の一助

としました。 

 

Ⅳ 書写・書道普及奨励事業 

 書写・書道普及奨励事業では、文武一如の観点に立って、年頭に第 54 回全日本書初

め大展覧会を、8 月には第 33 回高円宮杯日本武道館書写書道大展覧会を開催し、厳正

な審査を経て、内閣総理大臣賞、高円宮賞などの各賞を授与しました。また、毛筆、

硬筆の競書を中心とした月刊『書写書道』（A4 判、104 頁、定価 540 円〔税込〕、

6,900 部）を発行し、正しい書写書道の発展に寄与しました。 

 

Ⅴ 施設維持運営事業・管理計画 

 大道場及び諸施設の利用は、武道行事を優先し、空き日は財源確保のため広く一般

の利用に供しました。 

 施設設備の維持管理については、公共的・文化的使命を担う大型集客施設としての

機能維持を確保するため、「中期 20 年修繕計画」に基づき、緊急性・安全性を優先し

た修繕、改修工事及び保守管理・機能保全を図り、施設利用者の安心・安全・快適の
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確保に努め、爆破予告等テロ防止対応マニュアルを基に訓練を実施するなど、利用者

や職員、施設・設備の安全確保を図りました。 

 研修センターについては、利用者に安心・安全・快適を提供するため、「中期 20 年

修繕計画」に基づき、必要な改修・改善工事等を実施して、施設の適正な維持・管理

に努めました。本年度は、屋上からの雨水侵入を完全に防ぐための宿泊棟屋上防水改

善工事、照明器具の経年劣化に伴う大道場等主要部分の照明交換工事（LED）を実施し

ました。また、法令に基づいた防災・防火・衛生管理を行い、利用者のサービス向上

に努め、日本武道館研修センター爆破予告等テロ防止対応マニュアルに基づき、利用

者や職員、施設・設備の安全確保を図りました。 

 財団は、2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会開催への準備・協力と

して、増改修ならびにオーバーレイ（仮設）工事に向け、東京都、（公財）オリンピ

ック・パラリンピック競技大会組織委員会、（株）山田守建築事務所、（公財）全日

本柔道連盟、（公財）全日本空手道連盟・世界空手連盟、障害者インターナショナル

（DPI）日本会議と財団の七者で定例会議を重ねました。その上で、埋蔵文化財の調査

を行うなか、平成 30 年 1 月に中道場棟の増築を中心に全面的な増改修工事計画の実施

設計が完了し、総合評価型指名競争入札により 3月に施工業者を決定しました。現在、

30年度の中道場棟増築工事着手に向け、各種許可申請等を進めているところです。 

 

Ⅵ 予算執行 

 平成 29 年度の予算執行に際しては、職務の徹底化、能率化により経費の節約を図り

ながら、武道振興普及事業・書道普及奨励事業の実施に当たりました。また、「中期

20 年修繕計画」及び「中期 20 年新築積立計画」に基づき、施設設備機能向上のための

修繕工事を実施するとともに、新築積立資産の上積みに努め、増額を達成しました。 

 

Ⅶ 課題 

 現下の課題は、 

１ 中学校武道必修化充実のため、日本武道協議会設立 40 周年記念『中学校武道

必修化指導書（DVD 付）』の現場活用促進のほか、必要な事業の実施 

２ 2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会開催の準備・協力 

３ 「日露相互交流年」日本武道館鏡開き式武道団ロシア派遣・日本武道青年代表

団ロシア派遣・ロシア武道代表団日本招聘事業の実施 

４ 日本・インドネシア国交樹立 60 周年記念「日本武道代表団インドネシア共和

国派遣」事業の実施 

 以上の 4 点であり、平成 30 年度はこれらの事業に重点を置いて取り組んでまいりま

す。 
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○ まとめ 

 以上、財団は、財団の設立目的が達成されるよう、平成 29 年度事業計画・予算に基

づき、青少年の健全育成を主眼とする武道振興普及事業及び書道普及奨励事業を着実

に実施いたしました。また、財団の健全な運営と発展のため、事務局職員の労務・健

康管理と能力向上を図り、経営の合理化と事務の能率化に努め、必要な施設設備の修

繕を行い、新築積立資産の上積みを達成して、平成 29 年度事業を滞りなく完了いたし

ました。 


